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【坂内所 長】本 日はお忙 しい ところ、時間 をとっていただいて有難 うございます 。
ベル リンの 日独技術予測会議(4月25日～27日)は、大変盛 会で した。
【リーゼ ンフーバー元大 臣】ベル リンの技 術予測会議 は、自分 として も是 非出席 したか ったのです
が 、残念 なが ら時間が とれ ませんで した。会議 の成果 はいかがで したか 。
【坂 内】既 に実施 された 日独 の技 術予測結果の比較 と、次 に実施す る ミニ ・デル フ ァイを中心 に大
変活発な議論が行われ 、私 と しては極 めて大 きな成果があ った と考 えてい ます 。特}こ、将来の技術
開発 と社 会的 、文化 的、歴 史的な要因 との関わ りの面で 、日本 と ドイツにはいろいろな相異点 のあ
ることが 浮 きぼ りにな りま した。
【リーゼ ンフーバー】 ミニ ・デル フ ァイは どのよ うな分野 を対象 と します か 。
【坂 内】環境 、情報 ・エ レク トロニ クス 、材料 、ライフサ イエ ンスの4分野で 、各 分野20～25課題 、
合計で100課題程度 を考えてお ります 。
【リーゼ ンフーバー】私 としては 、特 に環境分野 について非常 に関心があ ります 。と言 うのは 、昨
年 、コール首相 が宮沢 総理 に提案 して、 「ハ イテ クと環境技術 に関す る 日独協力協議会 」 を発足 さ
目次[Contents]1.最 近 の 動 きCurrentTopics
l[[.レポ ー ト紹 介HighlightoftheNewReport
R&D購 買 力 平 価 の 開 発
皿.そ の 他 OtherTopics
?
?
8
1
せ ることにな ってお り、私がその責任者 の一人 ですが 、 ミニ ・デル フ ァイの環境 分野の結果は 、こ
の協議会 で議論 を行 ってい く際の 良い材料 となる と思 うので 、是非利 用させ ていただ きたい と思い
ます 。
ところで、 日独 の技術予測結果 はかな り良 く一致 した と聞いてい ますが 、これ はベル リンの会議
に参加 した ドイツの専門家 にとっては驚 きだ ったのではないで しょうか。
【坂 内】私 にと って も、予想外で した。例 えば実現時期 については、全課題の平均で 日本が2006.4
年 、 ドイツが2006.1年と一致 してお り、個別の課題 についても約3分の2の課題 については 日独 の予
測年の差が3年以 内で 良 く一致 した と言える と思 います 。課題 の重要度評価や 国際協力の必要性 につ
いても全般的 に一致 してお り、分野で 見て も 「環境」、 「ライフサ イエ ンス」 、 「保健 ・医療」の
3分野が両 国 ともに最重要 と考え られてい ます 。
しか し一方で 、大 きな差が認め られた もの もあ りま した。興味深 いのは 、技術課題が実現す る上
で 、文化的な要 因が大 きな阻害要 因 となるか とい う設 問で 、例 えば 「人間の意思決定機構が脳の化
学的 ・物 理的側面か ら解 明され る」 とい う課題 では 、 ドイツでは文化的要 因の指摘が非常 に高いの
に対 して 、日本 ではほ とんど指摘 されてい ませ ん 。同 じような傾向は 、ロボ ットの利用 に関す るい
くつかの例 につ いて もみ られ 、高齢者等の介護 用ロボ ットや家庭での家事 ロボ ッ トにつ いて 、 ドイ
ツの専 門家は受 け入れ られない と考えている と解釈で きます 。
【リーゼ ンフーバー】病気で入院 した場合 には、や は り人間の看護婦 さん に看護 を して もらいたい
とい うのは 、私 も同感です(笑)。 それは ともか く、科学技術 と文化の関 わ りにっいて 、日独 で差
が あるのは確かだ と思 います 。例 えば、遺伝子治療の問題 につ いて も、 ドイツの場合 、これ以上 の
ことは受 け入れ られない とい う文 化的な許容限度があ りますが 、日本で はこのよ うな制約 は小 さい
よ うに思 われ ます 。原子力 については、この 日独の差は もっと大 きい と言 えるで しょう。
ところで 、日本の専 門家が 問題 と考 えて いる こともあるので はないですか 。
【坂 内】 日本の多 くの専 門家 は 、特に基礎研究領域で人材 と研究資金の不足 を問題祝 してお り、こ
れ らは ドイツ に比べ てはるか に高 く指摘 されてい ます 。人材の養成 ・確保が大 きな課題 と指摘 され
て いたの は、ライフサ イエ ンス、保健 ・医療 、環境 とい った分野で 、研究資金 の指摘が高か ったの
が 、宇宙 分野で した。
【リーゼ ンフーバー】 ドイツで研究資金の指摘 が低か ったのは 、日本の総研究i費の13%が基礎研究
であ るの に対 して 、 ドイツは20%と高いのが一 因かも しれ ません 。特 に、基礎研究 を担 ってい る大
学への投 資 とい う点で は、 ドイツ は日本よ りも良い状態 にある と思 い ます し、我 々は、更 に基 礎研
究投資を増加 させ る努力 を してい ます 。しか し、 日本で は科学技術 会議が基礎研究投資 を2倍にす る
とい う決定 を してお りますので 、これが実現す れば事態はかな り改善 され るので はないで しょうか 。
宇宙開発 につ いては 、 ドイツ も決 して資金的 に充分 とは思い ませ ん 。ただ ドイツの場 合 には、欧
州宇宙機構(ESA)の一員 として開発 を行 っている とい う点が 日本 とは異 な っていると言 うことで し
ょう。
ところで 、ベ ル リンの会議 でいろいろ良い成 果が得 られたとい うことですので 、これ を踏 まえた
政府への勧告のよ うな ものを考 えてはどうです か 。
【坂内】非常 に重要 な御指摘 です ので 、 ドイツ側 とも相談 し、何か考えてみたい と思い ます 。とこ
ろで 、ベ ル リンでの会議 を通 じての私の印象ですが 、技術 と社会 、文化等 との関わ りにつ いて 、 日
本では 、技術的な可能性があ れば、 とにか く全 部開発 してみ ようとい う感 覚が強 く、一方 ドイツで
は 、或る領域で は技術 開発は可能であ って もあえて手 をつけな いと言 うよ うな、一種の社会的な選
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択 が行わ れている感 じが しますが 、この点 につ いて どのよ うにお考 えで しょうか 。
【リーゼ ンフーバー】大変難 しく、かつ複 雑な問題 です 。ひ とつ言 えることは 、 ドイツは基礎研究
が伝統的 に強いため 、100年以上 にわたる歴史の 中で科学技術 と社会 との相互関係 が しっか りと形成
されて来 ている という事実があ る と思います 。 このため 、場合 によ っては心理的 ・社会 的な原因か
ら研究開発 になか なか取 り組めない とい うようなことも起 こります 。先程 、遺伝子治療 の ことをお
話 ししま したが 、これ にっいて も社会的な広範 な論議 が行われ た結果 、最近 にな って政 策的 にひ と
つ の合意が形成 される に至 りました。従来は研 究が非 常 に厳 しく規制 されてお り、遺伝 子工学 の研
究 に当た っては 、 ドイツの企業 はアメ リカの研 究機関 と契約 を結んで研究 するよ うな対応 をせ ざる
を得ず 、国内ではなか なか進 まなか ったのです が 、今後 は、これ によ って研究が スムーズ に進むよ
うになる と期待 してい ます 。医療 へのロボ ッ トなどの応用 について も、例 えば糖尿病の人の血糖値
をテ レメ トリーで監視す るとい うよ うな技術な ら、社会的 にも何 も問題は ないで しょう。ただ、家
事 をす るロボ ッ トが家庭 に入る とい うのは 、 ドイツ人 にはち ょっと抵抗感 があ りそ うです 。このよ
うな、生活 を便利 にす る技術 につ いては 、日本 人はご く自然 に受け入れるよ うな印象 を持 って いま
す 。
一方 、例 えば 自動車 、エ レク トロニ クス 、化学 、機械 とい った分野で は、 ドイツで も社会的 ・文
化 的な要 因が問題 とな って研究 が進み難い とい うことはあ りません。生産 の場への新 しい技術 の導
入につ いても、 ドイツでは大 きな コス ト増な しに高い生産性 を維持 してい く上では不可 欠なものだ
と言う認識 を労働組合 も持 っていますので 、労働者の対応 も非 常にフレキ シブル です 。
ところで 、ミニ ・デ ルフ ァイの協力が進 んでいる ということですが 、これに続 く協力 についての
議 論は進 んでいるので しょうか 。
【坂 内】 ミニ ・デルフ ァイについてはイギ リスも 自国の調査課題 に取 り入れ ることにしてお り、マ
ル チのプ ロジェク トと して進 め られる予定です 。日本の第6回技術予測は 、1995年度か ら開始す る予
定ですが 、 ドイツは勿 論 、他 の国 々 とも協力 して実施 で きれば望 ま しい と思 っています 。ただ 、各
国 とも技 術環境や 問題意識 の違いがあ ります ので 、全課題 を共通 とする必要 はな く、共通課題 と独
自課題 との両方 の領域があ るや り方で進めればよいと考 えてい ます。
【リーゼ ンフーバー】技術予測を国際的に実施す るということを考 えた場合 に、それは非常 に良い
合理 的なアイデアだ と思います 。ISI(フラウ ンホーフ ァー協会 システム ・技術革新研究所)と も、
よ く議論 して進めて頂 ける とさらに大 きな成果が得 られるので はないか と期待 してお ります 。
【坂 内】そ う考えてお ります 。今 日はお忙 しい中 、時間を頂 きま して有難 うございま した。
(本対談 は 、1994年4月29日、ボ ン市 リーゼ ンフーバ 元大 臣の事務所 において行われ た 。)
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本年3月 に、標記の レポー トを まとめた 。その概要 を述べ る 。
1.研究 開発 費 と購 買力平価
研究開発が経済社会 に与え る影 響が強 ま り、各国や各企業 において研究 開発の動 向は注 目されて
いる。そ のため研究開発の重要 な指標で ある研究開発費の国際 比較 が しば しば行われる 。ところが 、
研究 開発費 を各国で比べ る際 、換 算 レー トに何 を使 うかは厄介 な面 がある。 日本 と米国 を例 にとる
と、米国 の研究開発費 は ドルで表 示 されているので 、 日本の研 究開発費 と比較す るには ドルを円に
直さなけ ればい けない 。現在 、為替 レー トや購 買力平価 によ って 、換算が 行われているが 、それぞ
れ問題が ある。
為替 レー トは 、近年 、変動 幅が大 きい。為替 レー トで換算す ると研究 開発費の伸び率よ りも、為
替 の変動率 の方が大 きいのだか ら、研究 開発費 の傾 向をつかむ ことはできない。また 、為替 レー ト
は各国の物価水準の比 と必ず しも一致 しないた めに、換算 した結果 が 、研究開発費 によ って 「実際
に購 入で きる財 ・サービスの量」 を表 さない とい う問題が ある。そのため以 下のよ うな考 え方で計算
されている購買力平価 による換算 も行われ る。身近 な例では 、日本でハ ンバーガー1個 が210円 、
米 国で80セ ン トであれば 、ハ ンバーガー の価格比は1ド ル=263円 で ある。原理的 には これは
ハ ンバー ガーの購買力平価を表す 。国による物価 の比率 を、多 くの商品 について 、な ら してみ た換
算 レー トが 、購買力平価であ る。
現在 のOECDに よ るGDP(国 内総生産)の 購買力平価は 、消費財を中心 に して計算 されてい
る 。GDP購 買力平価 の算定 においては 、GDP各 支 出部門の購買力平価 の値が あって 、その値が
各部門の シ ェアをウ ェイ トと して影響す る仕組み とな っている 。GDP支 出をみ ると食料 、医 療 、
住 居 、衣料 、装身具 、教育な ど個人最終 消費の シェアが60%程 度である。 したが って消費財の価
格 が大 き く購買力平価 に反映 され る(図1)。 ところが研究 開発費の使途 は研究者の人件費 、研究
用機械設備 費や原材料 などが多い 。 したが って 、購買力平価 は 、研究開発 費に適用する には適切で
はない。
2.R&D購 買力平価 の試算
研究 開発費に適切 な購 買力平価(R&D購 買力平価)を 日米 仏独英韓 国の6カ 国間 について試算
した 。基 本的な考 え方 は、1985年 を基 準年 としたOECD及 びESCAPの 購買力平価のGD
P支 出項 目別のデ ータを用い て、研究開発 費の中身(費 目)に 関係がある ものを選び 、研究開発費
の各費 目のシ ェアで加重平均す る ことによ り、研究 開発費全体 についての購買力平価を得 るという
ことである。
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まず 、各国 において この加重平均 を行い 、次 いで各国の結果の比 をとることによ ってR&D購 買
力平価を得る。 したが って、ポイ ン トは研究 開発費の中身 を分析 し、それ に適切 な購 買力平価 を対
応づける ことで ある。そのた め、産業連 関表 の 自家研究 、学術研究部門の投 入表 を用い て、研究開
発費の うちの 「そ の他経費」や 「原材料 費」の 内容 を分析 した 。
なお 、これ まで 、このよ うな特 定分野 の購買 力平価 は確立 された ものはない。研究開発費の購買
力平価 について は1970年 代に算定 の例が2つ あ るが 、それ らはデータが不完全であ り、ラフな
ものに終 わっていた 。
今 回は よ り綿密 にデー タを活用 した。また各費 目の購 買力平価 を加重平均 によ る集計 方法 につい
て 、OECDの 計算法 と調和す るように工 夫を こらした 。その他の特徴 と しては 、OECD諸 国だ
けでな く、アジア地域 の成長 を視野 に入れ 、ESCAPの デー タと リンクさせ た。韓国 をESCA
P諸 国の中か ら選んで いる。 日本 はOECDとESCAPの 両方 に属 しているので 、双方 のデー タ
の橋渡 しをす るこ とがで きる 。
研究開発 費の各費 目の購買力平 価の値 とOECD等 の購買力平価 の対応 関係 は図2の よ うである 。
R&D購 買力平価の試算は1985年 を基準 として行 っている。その後 の年 については 、主 と し
て各国の物価上昇率 の比 によ って推計 して いる。 日米間では1992年 に162円/ド ル とな り、
OECDの 購買力平価 に対 して 、約17%の 円高 にな っている(図3)(注)。 米国の研究開発費
の 日本円への換 算を 、ここで求め たR&D購 買力平価 と、OECDの 購買力平価 、IMF為 替 レー
トを用いて行 った 。R&D購 買力平価では 、1992年 におい て米国の研究開発 費は、 日本 の約2 .
0倍 になる(日 本 の研究 開発費は 自然科学 のみ)。 これはOECDの 購買力平価換算で は、 日本の
約2.4倍 にな る。また 、これは為替 レー ト換算 では 、日本の約1.6倍 に とどまる。
R&D購 買力平価は 、このよ うに対米 ドル レー トにっ いてはOECDの 購 買力平価 による換算は
円の購 買力 を過小評価 している し、現在の為替 レー トではや は り円の購 買力 を過大評価 す ることに
なることを示 している。
3.R&D購 買力平価 の利用
R&D購 買力平価 は 、国際問題 を論 じる際 に非常に 良く起 きる通貨換算 に関す る ものなので 、科
学技術政 策や 、政策研究 などにお いて広 く利用 され うる 。例えば 、以下のよ うな点 であ る。
①各国の科学技術活動 の理解R&D購 買力平価 は、各国の研究開発に対す る諸財 ・サ ービスの実
質投入量 を比較可能 とす る換算 レー トなので 、 これ によ る研 究開発費の換算 は実態の理解 によ り
望ま しい といえる。(図4)
②科学技術 と経済の国際計量 的な研究 に基礎デー タを提供す る 。
③企業の研究開発国際 化の傾 向分析R&D購 買力平価は 、各国の研究 開発費の コス トを表 す 。
為替 レー トがR&D購 買力平価 よ りも大 き く自国通貨高に傾 けば、 自国 におけ る研究 開発の コス
ト上の優位が失われ 、外 国で研究 を行 った方が有利 だ ということを意味する 。ただ しこれは外 国
と日本の研究 開発上 の質的 な差が無い ことが前提 である。このことの実証例 としては、マ クロ統
計上 は、総務庁 の科学技術研究調査報告 の 「日本 の企業が外 国において支出す る研究 開発費 の額」
と 「為替 レ・一トとR&D購 買力平価の比」 は、逆相 関関係が認め られた。
④研究開 発の投入 に関す る価格構 造の明確化 研究 開発の各部門別のコス ト構造 は、各部門 にお
ける需要供給の関係 を表現す る 。したが って例 えばあ る部門 が国際的に相 当価格が高ければ 、そ
の部門 の財の供給促進政策が必要 と考え られ る。そのよ うな政策上 の問題提起の可能性があ る。
4.おわ りに
5
R&D購買力平価の試算は、各国の研究開発の実質的な量の測定手法を提示したという意義をも
つ。また、この算定手法は研究開発に限らず、他の特定分野の購買力平価を計算するのにも応用可
能である。
R&D購買力平価は多国間にまたがる指標なので、本来的にOECD等 の国際機関で算定される
のが望ましい。本年4月豪州で開催されたOECDの 科学技術指標専門家会合において、OECD
でR&D購 買力平価の検討を進めることを提唱した。
図1日 本 の 研究 開 発 費 とGDP支 出 の 内訳(1985年)
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研究開発経費の
費 目内訳
その他の経費
研 究 開 発 費 と 購 買 力 平 価 の 対 応 表
購 買 力 平 価 の
主 要 項 目
GDP全 体
個 人 消 費
食 料 、 飲 物 、
衣 料
有形固定資産購入費
土地建物等
機械 ・器具 ・装置等
その他
人件費
原 材料費
タ バ コ
家 賃 光 熱 費
家 具 、 家 庭 用 機 械 設 備
医 療 、 保 険
交 通 、 通 信
教 育 、 リ ク リ エ ー シ ョ ン 、文 化
娯 楽 設 備
娯 楽 サ ー ビ ス
本 、 雑 誌 、 新 聞
教 育
教 育 雇 用 者 所 得
雑 貨 、 サ ー ビ ス
海 外 直 接 購 入
固定資本形成
建設
居住用 ピル
非居住用 ピル
土木
機械設備
その他
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図3円 対 米 ドル のR&D購 買 力 平 価 、 為 替 レ'・'・tト、GDP購 買 力 平 価 の 推 移
－R8D購買力平価 一・為替レト …GDP購買力平価
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図4各 国 の 研 究 開 発 費 のR&D購 買 力 平 価 換 算
兆円
30
25
20
15
10
5
0
197019721974197619781980198219841986i98819901992
197119731975三9771979198119831985198719891991
年
一
一'
'
'
'
声 ,一
'
!
!
!
1
一 〆
ノ
!
イ
'
!
1・
'
'
'
'
'
'
一
'
・ '
'
一''一 一
一.… ●一一
'
-一頃頃r一 一 一一{●P-●8'.一
一
の._''一"←
一 ● ■ ・ 杏
,
一+午 ・r三'.'1
ll{一
老舌"・ ち ∵治 ∵〔}
ll {1 1 一+・t-r了 |
・一 ・一・-
llll
日本 米国 イム田 麩国 英国 韓国
米国
日本
?
?
?
?
?
?
?
?
(注)本調査研究では各国の研究 開発 に関する多 くの統計デー タを使 ってお り、それ との関連 か ら
1985年 を基 準 として計算 して いる。OECDの 購二買力平価 の値 も1985年 基準値 を1992
年 まで延 長推計 した。
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皿.そ の 他/OtherTopics
○人事往来/Staff
4/18付 けで、添嶋一 企画課長が資源エネルギー庁に転出し、後任には小嶋典夫 第3調
査研究グループ上席研究官が就任した。
また、5/10付 けで、塚本勝 第2調査研究グループ総括上席研究官が科学技術振興局研究
交流課研究交流官に転出し、後任には桑原輝隆 第2調査研究グループ上席研究官が、第3調査
研究グループ総括上席研究官には渡辺格 原子力安全局原子力安全課長袖佐がそれぞれ就任した。
○海外 出張
3/24～4/7
3/31～4/10
4/16～4/23
4/24～5/3
木場第3調 査研究 グループ上席 研究官
(中国 ・タイ ・イン ドネシア 、共 同研究打 ち合わせ等)
坂 内所長
(イン ドネ シア ・タイ ・豪 州の科学技術政策 に関する視察)
木場第3調 査研究 グループ上席 研究官
(豪州 、OECD科 学技術 指標専 門家会合(NESTI)及 び豪 州シンポ ジウ
ム出席)
坂 内所長 、桑原技術予測チ ーム リーダー、阿南 特別研究員
(ドイツ 、日独の技術 予測結果 についての発表及び意 見交換他)
○ 成 果 物 の 発 行 案 内
・NISTEPREPORTNo.31R&D購 買力 平価 の 開 発
第3調 査 研究 グ ルー プ 木 場 隆夫 、作 間逸 雄 、菊 池 純 一
・NISTEPREPORTNo.31DevelopmentofR&DPurchasingPowerParities(Summary)
ThirdPolicy-orientedResearchGroup
(TakaoKIBA,ItsuoSAKUMAandJunichiKIKUCHI)
・NISTEPREPORTNo.32地 球 環 境 問 題 にお け る企 業 対 応 の現 状 と評 価
第4調 査 研 究 グ ルー プ 佐 々 本 学 、和 田雄 志 、坂 本 保
?
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